
第3部　都市の安全と環境

3－2　公害･廃棄物

統計表の編成と基礎資料
この分野は、公害の状況及び苦情に関する統計表並びに廃棄物(ごみ、し尿)の収集･処分に関する統計表で編成されている。
公害に関する統計データは、他分野に比較して新しく、連続したデータとしては昭和40年代以降のものしかない。ここでは、大気汚染及び水質汚濁状況の常時監視結果と保健所における公害苦情処理件数を掲載した。
廃棄物に関する統計表としては、ごみ及びし尿の収集･処分状況並びに公衆便所の設置状況を掲載した。
基礎資料は、公害関係が『名古屋市統計年鑑』の他、『公害の現況』、『大気汚染調査結果の概要』、『保健所のあゆみ 資料編』などであり、廃棄物関係が『名古屋市統計書』及び『名古屋市統計年鑑』の他、『なごやの清掃事業』、『環境事業局事業概要』などである。
なお、し尿処理に関係のある下水道の普及状況は、｢5-2水｣の分野に掲載されている。
公害行政の沿革

昭和30年代後半からの高度経済成長と都市への人口集中の過程で、環境汚染が加速度的に進行し、公害が大きな問題となった。このため昭和40年代に入ると、環境政策が本格的に検討され、国や地方公共団体において法･条例が整備され、これに基づく各種の公害防止施策が具体的に進められることになった。
国では、昭和42年8月に公害対策基本法を制定し、事業者、国及び地方公共団体の公害防止に関する責務を明らかにするとともに、公害防止に関する施策の基本となる事項などを定めた。すなわち、この法律では、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件について、それぞれ、｢人の健康を保護し、及び生活環境を保全するうえで維持されることが望ましい基準｣として環境基準を定め、その確保を政策目標とし、必要な規制などの措置を講ずることとされた。そのため、国は必要な法律を整備し、また、愛知県は昭和46年10月に愛知県公害防止条例を全面改正した。
本市においても、昭和46年8月に公害対策局を設置し、昭和48月1月には名古屋市公害防止条例を施行した。この条例に基づき、現在、大気汚染及び水質汚濁について環境目標値を定めている。
環境事業の沿革

生活環境の保全及び公衆衛生向上のための施策の一環として廃棄物処理行政がある。本市において廃棄物の処理が組織的に行われるようになったのは、明治33年4月汚物掃除法が施行されてからのことで、明治33年10月には名古屋市汚物掃除規則が施行され、請負によりごみの収集を開始した。明治45年4月には、当時、市の処理義務から除外されていたし尿の処理を全国に先駆けて開始した。
それ以後、戦後の一時期までは農村における処理に相当量依存していたが、昭和25年ごろから農村の需要が減少するなかで、人口の増加に加え、昭和30年代に入ると高度経済成長にともない廃棄物の量も増加してゆき、また廃棄物の質も多様化して清掃事業の重要度が増した。この間、昭和29年には汚物掃除法が廃止され清掃法が制定された。同法は清掃事業の実施主体を市町村におき、国又は都道府県の事務を幅広く取り入れ、技術性を要する施設の普及などを企図するものであった。昭和45年に廃棄物の処理及び清掃に関する法律が定められ、一般廃棄物と産業廃棄物の区分など、処理体系の整備が図られる一方、国、地方公共団体、事業者及び住民などに対し一定の義務が課された。また、本市では焼却施設の整備を図り、昭和45年には騒音防止、集じん、防臭及び汚水処理などに近代技術の粋を集めた公害防止施設を備えた清掃工場(鳴海工場)が完成した。次いで猪子石、南陽、山田の各工場が竣工し、平成元年11月には富田工場(仮称)が竣工予定である。焼却不適物、不燃物及び焼却灰の処分に必要な埋立処分場は、市内各所の低湿地や山間部に設けて処分してきたが、市内における用地の確保が困難となり、昭和57年には岐阜県多治見市に愛岐処分場を開設した。
し尿については、公共下水道の整備により、水洗化が進み、汲取便所は次第に減少してきた。
